

































 これを受けて 2004年 12月 7日に発足した「人身取引対策に関する関係省庁連絡会議」
は「人身取引対策行動計画」を発表し、2005年 6月「人身売買罪」が新設された。 
 人身売買罪は刑法 226条の 2に規定され、買い受け側には 3月以上 3年以下の懲役、未
成年者の買い受けは 3月以上 7年以下の懲役、営利・わいせつ・結婚又は生命若しくは身



















































































































































 救世軍は 1900年から、身売りされた女性を助けるために「廃娼運動」を開始した。 

























































 この時丸山警視総監が貸座敷業増設願いを受けず、今後も許可しない方針を表明した。（33）  





 1929年から 1933年の 4年間に救世軍を頼って廃業した婦人 700人のその後を見ると、最
も多いのが結婚して家庭を営んでいる者 336人で、次に親元で家事手伝いが 156人、他家
で奉公している者 57人と続く。連れ戻されて醜業を営む者も 11人と少なからずいた。（36） 







































































































































（19）救世軍『ときのこえ』第 112号一面「女郎衆に寄る文」1900年 8月 1日 
（20）救世軍『ときのこえ』第 112号一面「天使いの聲」1900年 8月 1日 
   山室軍平（1914）「娼妓の前身に就いて」『救濟研究第二巻 第拾號』71～72頁では、「目につく 
   のは娼妓になる様な婦人に無職業者の多いことである。……それ故婦人に職業を授けねばなら 
























（40）朝日新聞 2007「人身売買容疑で組員ら逮捕 日本人女性被害」朝日新聞社、2007年 7月 24日 
（41）時事通信 2010「娘の裸写真売った母逮捕＝携帯のカメラで撮影―宮城県警」 
  ＜http://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20100929-00000173-jij-soci＞ 時事通信社 
（42）『平成 21年 警察白書』「第 1章 生活安全の確保と犯罪捜査活動、第 3節 安全で安心な暮ら 
  しを守る施策、7 良好な生活環境の保持、（3）人身取引事犯に対する警察の取組み、〔1〕人身 
  取引事犯の検挙状況等」＜http://www.npa.go.jp/hakusyo/h21/honbun/html/l1370000.html＞ 
  警察庁 
